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1.は じめに

本稿の課題 本稿の課題は、1970年 代半ぼから80年代にかけて西 ドイッ社会を席巻 した原子力施設反対

運動の今 日に至る発展過程を、個別事例の分析を通 じて検証 し、西 ドイッにおける原子力施設反対運動が

一定の成果を上げるに至った社会的要因を導出することである
。さらに、原子力施設反対運動を、その

後の環境運動の興隆の起点 と位置付け、「社会運動社会」の視座か ら今 日の ドイッ社会の動態を考察する。

本稿では、先進的な環境政策の形成過程だけではなく、その形成過程での環境運動の役割に着目した

うえで、環境運動が体制の内外から先進的な取 り組みによって政治体 を刺激 し続け、結果的に先進的な

環境政策が形成される社会を 「環境志向型社会」と定義 し、原子力施設反対運動は、ドイツにおいて1970

年代後半以降活発化 した環境運動の原点であ り、今 日の 「環境志向型社会」形成の原点で もあることを

検証 してい く。

2000年6月 、 ドイツ連邦政府 と電力業界の問で、国内20基 の原子炉の段階的停止 と英仏への使用済み

核燃料の再処理委託の停止 とを盛 り込んだ基本合意が実現 し、 ドイツのエネルギー政策は脱原発へ と本

格的に方向転換 した。この基本合意の達成は、1998年 に発足 した社会民主党(SPD)と90年 同盟 ・緑の

党(以 下、緑の党 と略す)と の連立政権の存在抜きには語れない。エネルギー政策の転換の直接的な要

因が連邦政府の政権交代であることは否めない。だが、脱原発への潮流の形成のために原子力施設反対
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運動の積み重ねが不可欠だったことも事実である。1970年 代以降に本格化 した原子力施設反対運動は連

邦各地で数々の計画中止を勝ち取ってきたし、緑の党が1983年 に連邦議会に進出するまでに勢力を拡大

したのも、原発推進路線をとっていたSPDが1986年 のチェルノブイリ原発事故後に脱原発路線へと党の

方針 を転換することになったのも原子力施設反対運動の成果 といえる。

本稿の分析視覚と分析対象 原子力施設をめぐる問題 には、さまざまなアプローチが可能である。社会

学以外の分野でも、政策科学や法学のアプローチによる社会科学的研究の蓄積が豊富に存在する。社会

学では、主に環境社会学、環境正義論、社会運動研究のアプローチによって原子力問題の研究が進めら

れてきた。それ らは、対象 となる人々の地域的特性や集合的アイデンティティを重視 し、原子力施設立

地をめぐる問題の 「社会問題化」の過程、コンフリクトの発生 ・展開過程、それらの過程に関わる人び

とのリアリティを明らかにすることで現代社会を説明 しようとする。本稿では、個々の事例に関して、

原子力施設をめぐる問題構造を環境社会学の視点から検証 し、問題の克服のために展開された反対運動

の展開過程を社会運動研究の観点か ら検証する。

環境社会学には、被害一加害構造論、受益圏一受苦圏論、社会的ジレンマ論、生活環境主義、 コモン

ズ論、環境正義論などの主要アプローチがある。このうち本稿では、受益圏一受苦圏論による 「環境負

荷の外部転嫁」の指摘 と、環境正義論の 「環境エリー ト主義」の指摘に依拠 し、原子力施設をめぐる問

題構造の本質を、「中心部一周辺部」に形成される 「社会的不公正」認識のズレととらえる。

原子力発電所や放射性廃棄物関連施設な どの原子力施設は、概 して、一国内の 「中心部」を回避 し

「周辺部」に計画 ・建設される傾向が強い。 この場合、「中心部」 とは、人口、経済力、政治力 ・行政決

定権、文化的集積 という点で他の地域 と比べ相対的に優位にある地域を意味し、「周辺部」とは、反対に、

他の地域 と比べ劣位にある地域を意味する。「中心部」からすれば、原子力施設はエネルギーの安定供給

に不可欠であるばか りでなく、過疎地域の活性化にもっながる正当な行為である。原子力施設の立地に

反対する者はエネルギーの安定供給 という公共の利益を顧みない不当な存在であり、反対運動は正当性

を欠 く反発である。 これに対 して、「周辺部」か らすれば、原子力施設は放射能汚染のリスクを伴 う危険

施設に他ならず、自らの生命の安全を確保 し生活基盤を守 るために計画に反対することは当然の権利で

あり、反対運動は 「正当な防御」である。経済的停滞 という地域の弱みにっけ込み甘言を用いて危険施

設を周辺地域に押 しっけようとするや り方こそ正当性を欠 くものである。こうしたズレが存在するにも

かかわらず一方的に 「環境負荷の外部転嫁」がおこなわれるという、原子力施設をめ ぐる状況は、「環境

的公正」を欠いた状態に他ならない。原子力施設をめぐるコンフリクトは、環境保全 と社会正義の同時

達成、すなわち 「環境正義」を求める社会運動 ととらえることができる。

では、 こうしたコンフリクトはどのように展開され、一定の成果を収めるに至るのだろうか。環境社

会学の分析視覚である受益圏一受苦圏論、環境正義論が、原子力施設によってもた らされる社会問題に

光を当てるのに対 し、集合行為論、資源動員論、政治的機会構造論、フレーム分析、「新しい社会運動」論

といった主要アプローチをもつ社会運動研究は、原子力施設をめぐる問題に直面 しそれを 「社会問題」

として認知 した人びとがその克服を試みる過程に光 りを当てる。本稿では、 ドイツにおける原子力反対

運動を、「新 しい社会運動」論の代表的な研究者であるトゥレーヌのいう 「テクノクラー トとの対峙」と

して位置付けながら、社会運動研究の方法論のうちフレーム分析や運動参加者の集合的アイデンティ

ティの検証 といった事例内在的な手法を重点的に用いて、特殊 ドイツ的な原子力施設反対運動の動態を

導出する。ただ し、問題構造や参加者の動員過程、運動の展開過程の把握のために、資源動員論、政治

的機会構造論 といった鳥鰍的視座か らの分析もおこなう。
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具体 的に依拠す るのは、関係者へ の聴 き取 り調査や、実際の活動への参与観察 を中心 とす るフィール

ドワークの結果 と、一次文献 を中心 とした各種文書資料であ る。筆者 は、 これ まで2004年2～3月 、10

～11月 、2005年1～3月 の3度 にわ た り、原子 力施 設立地 点 をは じめ として ドイ ツ各地 で フィー ル ド

ワー クをお こなって きた。本稿 では、そこか らえ られた延べ167人 分の聴 き取 り調査 の結果、ゴァ レーベ

ンにおけ る参与観察の結果 や、 当時の新聞記事、運動の担い手団体執行部 の議事録、ニ ューズ レター、

ビラ、覚書 な どをも とに、個 々の事例 の展開過程 に関す る検証 をお こな う。

分析対象 とするの は、ヴィール原発反対運動(1973～83年)、 ヴ ァッカース ドルフ使用済み核燃料再処

理施設反対運動(1981～89年)、 ゴア レーベ ン高 レベル放射性物質輸送 ・貯蔵反対運動(1977年 ～)の3

っ の事例で ある。 ヴィールにおけ る反対運動 は、 ドイ ツの原子力反対運動史上初の本格 的な成功事例で

ある と同時 に、連邦各地 の運動 に強い影響 を与 え、1980年 代 の原子力反対運動の盛 り上が りの、 さ らに

は、後 の ドイ ッ政府 の脱原発路線採用の起点 となった事例 であ る。 ヴィール に触発 された連邦各地 の立

地点 では、直 接行動 を用 いた反対運動 が展 開 され地元 内外か ら多 くの参加者 を動 員す るよ うにな った

が、 これ に付随 して、運動 内の新た な懸案 として、現場 で過激 な暴力行為 に及 ぶ ようになった 「招かれ

ざる外部参加 者」の問題 が浮上 した。 「招かれ ざる外部参加者 」の存在 によ り、幾っかの立地 点で は敷地

占拠 が失 敗 に終 わ った り、実行 そ の もの が見送 られ るな どした。 こ う した なか で、 ゴ ア レー ベ ン と

ヴ ァッカース ドル フの反対運動 は、敷地 占拠 が実行 され占拠地で地元 内外か らの参加者 が コミュニ ティ

を形成 した数 少ない事例で ある。 この うち、ヴ ァッカース ドルフの反対運動は、再処理施設 の建設 を中

止 に追い込 み、連邦政府が使用済み核 燃料 の 自国内再処理 を断念す る直接的な要 因 となった。 また、運

動の開始 か ら28年 以上経 た現在で も活発な抗議行動 が続 け られて いるゴアレーベ ンで は、28年 間の うち

に担い手団体 に若 い世代が加わ り、戦術 の多様化 も進 んだ。 ゴアレーペ ンの反 対運動 は、 ヴィール に次

ぐ本格 的な敷地 占拠 を1980年 に成功 させ た とい う点だ けで はな く、2000年 の連邦政府 と電力業界 との

「基本 合意」 以降、連邦各地の原子力反対運 動が停滞期 を迎 えるなかで、依然 として多 くの参加者 を動

員す る求心力 を保 ち続 け、現代の原子力反 対運動 その ものを リー ドす る とい う点で重要 な事例で ある。

本稿 の構成 本稿 は4部9章 か ら構成 されてい る。

第1部 では、マクロ的 ・歴史的な視 点か ら、1960年 代か ら今 日に至 るまでの ドイッの原子力施 設反対

運動 の展 開過程 を とらえ、その特質 を論 じる。 この うち、第1章 で は、まず、一連 の 「新 しい社会運動」

のなか に原子 力施設反対運動 を位置付け、「ビュルガーイニシアテ ィヴ」が運動 を担 うとい う、他の 「新

しい社会運動」 との共通点 を指摘 す る。 その上で、「市民運動 団体」 としての 「ビュルガーイニシアテ ィ

ヴ」 と 「住民運動団体 」 としての 「ビュルガーイニシアティヴ」 とい う二面性 を示 し、 「市民運動」 に偏

る傾 向 にあ る日本で の 「ビュルガーイニシアテ ィヴ」解釈 の誤 りを指摘 す る。第2章 で は、第二次世界

大戦後 か ら2000年 の 「脱原発」基本合 意に至 るまで の ドイ ツの原子力政策 の変遷 と原子力施設反 対運動

の変遷 とを概説す る。 まず、原子 力政策 の変遷 を概 説 し、連邦のエネルギー政策の転換 の鍵 となったの

は、SPDの 方針転換であ り、緑 の党 の躍進で あ り、それ を実現 させ た反対運動で あった こ とを指摘 す る。

次に、第3章 以降で取 り上 げる3つ の事例 を ドイッにお ける原子 力施設反対運動の潮流 のなかに位置付

け、それぞれ が原子力反対運動 史のなかで もっ意義 を明示す る。

第II部 では、 ヴィール原発反 対運動 の事例分析 をお こな う。 この うち、第3章 で は、 ヴィール原発反

対運動 の展開過程 を時系列的 に追 う。 それまで の ドイツにお ける原子力反対運動 との決定 的な相違点 と

して、直接行動 とい う新たな戦術 の導 入 と、外部参加者の参入 とを指摘 す る。第4章 で は、外部参加者

の運動 参加 のなかで も、特 に、若者 の運動参加 に着 目 し、 まず、若者が ヴィール原発反 対運動 に コミッ

一100一



トしてい く過程やそれに対する地元住民の反応 に関してミクロレベルでの分析をおこな う。加えて、若

者の運動参加が運動にもたらした効果に関 してマクロレベルか ら分析を加 え、ヴィール原発反対運動に

成功をもたらした社会的要因の導出をおこなう。

第IH部では、ヴァッカース ドルフの使用済み核燃料再処理施設建設反対運動の事例分析をおこなう。

このうち、第5章 では、反対運動の展開過程 とアクターの分析をおこない、計画反対側アクターの多様

性を指摘する。「再処理施設反対」、「原子力施設反対」、「環境保護」、「反核平和」など、さまざまなテー

マを掲げた、ローカルレベル、州レベル、連邦レペルの団体が運動 と地元 との協働関係が構築されたこ

とと、連邦全土か ら直接行動の現場に足 を運んださまざまな社会階層の参加者を地元が受容 したこと

が、運動の展開過程に決定的な影響を与えていたことを指摘する。第6章 では、運動の担い手団体が提

示した運動フレーム と地元住民の運動フレームの動態を比較検証する。担い手団体の運動フレーム戦略

と反対派地元住民の運動 フレームの変容過程 との関係、さらに、地元住民の運動 フレームの変容が運動

にもたらした影響を検証する。

第IV部 では、 ドイツにおける原子力施設反対運動 と環境運動の今 日的展開を検証する。この うち第7

章では、運動終了後のヴィールおよびヴァッカース ドルフ周辺地域の動向と環境運動団体グリンピース

とロビンウッドの活動状況か ら、抗議行動の急進性や運動のスタンスそのものへの影響を中心に、運動

の専門化 ・制度化の両義性を検証する。第8章 では、1990年 代半ぼ以降本格化 したゴアレーベンのガラ

ス固化体輸送阻止闘争を取 り上げる。「対決型」の社会運動が現在でも一定の動員力を保っていることを

示すと同時に、抗議行動への参加者がもつ特殊 ドイツ的な参加動機の構造を明らかにし、動員力の基盤

への視座を提示する。

最後に、終章で本稿の総括をおこない、「社会運動社会」の典型 としての ドイツ社会を指摘する。

2.事 例の検証 とそこから得られた知見

本稿の中核 をなす第II～IV部 では、 ドイツにおける原子力施設反対運動のなかか ら、ヴィール、

ヴァッカース ドルフ、 ゴアレーベンで展開された事例を取 り上げ、他の先進諸国 と比べて ドイツの原子

力施設反対運動が、参加者の動員規模 においても、他の先進国のものを上回る盛 り上が りをみせてきた

社会的要因を検証 した。そこか ら明らかになったのは、次の四点である。

第一に、1970年 代前半に運動に新たな戦術が提供されたことである。1960年 代後半にドイツでも社会

を席巻 した学生運動は、直接的な抗議対象であった国家非常事態法案が1969年 に可決されると急速に沈

静化 したものの、 ドイツ社会にさまざまな副産物 と余波を残 していった。学生運動のなかから出現 した

赤軍派やKグループが1970年 代以降、「武装闘争」やテロ行為を頻発 させ、 ドイツ社会に暗い影を落 とす

といった負の遺産 もあったものの、その一方で、これまでの社会運動には見 られなかった新たな戦術が、

副産物 として もたらされていた。 ドイツ社会は1960年 代後半の学生運動を通 じて、占拠、座 り込み、

ティーチ ・イン、対抗メディアの形成 といった新たな戦術に遭遇することになった。それらは、大学や

ギムナジウムで学生運動を直接的または間接的に経験 した若者たちによって原子力施設反対運動の地元

にもたらされた。だが、新 しい戦術が、原子力施設反対運動のなかに無条件に吸収されていったわけで

はなかった。ヴィール原発反対運動で新 しい戦術が吸収されたのには、新 しい戦術をもたらしたのが自

然科学系の学生や若手研究者だったことによるところが大きい。ヴィール原発の初期から原子力に関す

る専門的知識を地元住民に提供 していた学生や研究者は、地元の農家や年配者か ら一定の信頼を得てい

た。原子力に関する専門的な情報をもたらした若者たち自身、そして彼 らが提案する新たな戦術は、地

元住民に受け入れ られていった。こうして原発反対派が実行 に移 した敷地 占拠 とい う新たな戦術は、
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「市 民大学」や対抗メデ ィアの形成 といった新 たな戦術 とともに、 ヴィール原発 反対運動 に決定的な転

換点 を もた らした。 さらにメタ レベルでみれば、 この転換点 は、 ドイツにおける原子力施設反対運動の

転換点で もあった。

第二 に、地元住民が主体 となって形成 された住 民運動 団体Fビ ュルガーイニシ アテ ィヴ」が、外部参

加者 を受 け入れた ことであ る。原子力施 設 など、国が進 め る大規模 プロジェク ト等に対 して立地点の地

元住民が中心 とな って反対運動 をお こな う場合 、彼 らがいか に多 くの支持 を取 り付 け、参加者 を動員で

きるか は、運動 の展開過程 に影響 し、 さらには運動 の成否 を左右す る。運 動の担 い手 たちは、地元で賛

同者 を獲i得 し運 動の基盤 を強化す るだ けで はな く、同時に、署名や集会 を通 じて運動 を支援す る外部か

らの参加者 の拡大、 さ らには運動 を後 押 しす る世論 の形成 に努 めるこ とにな る。 だが、外部参加者 は、

運動 を失速 させ かねない存在で もある。 とい うの も、外部か らの参加者たち は必 ず しも地元 の運動の担

い手側 が意図 した とお りに行動す る とは限 らず、外部参加者 の増加 によ り地元住 民の支持 を失 う恐れが

あるためであ る。担 い手団体が団体 名に 「ビュルガー」 を冠 して いる とはいえ、実態 として は住民運動

で あるローカル抗議運動 は、地元の利害を代表 し住民 の支持 を獲得 しなければな らない一方で、地域 に

根 ざした運動で あ るが故 に生 じる閉鎖性 を克服 し、 より多 くの支援 の獲得 を目指 さなければな らない と

い うジ レンマを抱 えて いる。 ヴァッカース ドルフの反対運動で は、地元の一般住 民 よりも一足早 くオー

トノ ミー(暴 力 的手段 を用いて各地の反 対運動 に介入 す るノンセ ク ト・ラデ ィカル系 の若者た ち)と 接

触 した地元 の運動 団体BIS(BUrgerinitia七iveSchwandorf)の 執行部 が、オー トノミー を受 け入れ る と

い う方針 を固めた。果た して、直接行動 の現場 にオー トノ ミーが現れ破壊 活動が起 こる ようになる と、

地 元の一般住民 か らは、 オー トノミーの参入 を許すBISに 非難 の声が上が ったが、BISが 地元住 民の反

発 を覚悟 で敷地 占拠 に踏み切 った こ とで、地元住民の運動 フレームが変化 し、外部参加者 に対す る受容

の態度 がみ られ るよ うになった。敷地 占拠終 了の約4ヵ 月後 にチ ェル ノブイ リ原発事故が発生す る と、

ドイ ツの原子力施設反対運動 は爆 発的な盛 り上が りを見せた。 それ は、チ ェル ノブイ リ事故 によって原

子 力への問題意識 を掻 き立て られた人々 が、 当時 ドイ ツ国内の原子 力施設立地点 を代表す る存在 として

知 られ るようになって いた ヴァッカース ドルフに押 し寄せたた めで ある。 この とき、学生 な どの外部参

加者 を拒絶 し立地点の運動が孤 立 していた フランスの反対運動 とは対照的に、 ヴ ァッカース ドル フで は

地元 で外部参加者 を受 け入れ る体 勢が整 っていた。連邦全土の人々が ヴァッカース ドル フを原子力施設

反対運動 の中心地 として認知す るようになったの も、地元住 民が新 たな運動 フレームを共有 し外部参加

者 の受容 が可能 となったの も、BISが 実行 した敷地 占拠 を経た結果であった。 この一連 の過程 の原 点で

あ る、BISに よる外部参加者の受 け入れが、運動 の閉鎖性 を打開 し、 ドイ ツの原子 力施設反 対運動 の第

二 の転換点 を形成 した といえ よう。

第三 に、立地点 の地元住民が、「闘 う存在」とい う集合的 アイデ ンテ ィティを自 ら獲得 した ことであ る。

ヴ ィール原発反対運動で は、農民戦争や1848年 改革 という、郷土の歴史 に埋 め込 まれた抵抗運動の集合

的記憶か ら、地元住民 は 「権 力に屈 しない存在」 とい うアイデ ンテ ィテ ィを形成 してお り、原発の建設

計画が もた らされ る と、「中央」による 「周辺」への不当な扱 いに対 す る異議 申 し立て として運動 が展 開

された。 これ に対 して、 ヴァッカース ドルフで は状況が異な っていた。再処理施設建設計画が もた らさ

れ ると、地元で は 「事業主体やバイエル ン州政府 の不 当さを 『お上』(連 邦政府)に 訴 える」ために運動

が 開始 された。困 った こ とが起 これば、「公正 な」政府 の判 断 を仰 げば よい とい う認識 をもつ地元住 民に

とって、 この ときの敵手は、事業主体 と州政府で あ り、連邦政府 は、地元 の訴 えを聞いて 「公正 な」判

断 を下 して くれ るはずであ ると信 じ られて いた。 こうした運動観 を もつ ものは、地元住民の代表 であ る

住 民運動団体執行部メ ンバ ーのなかにす ら少 な くなか った。 こうした状況が変化 したの は、敷地 占拠 の
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強制排除 の際 に、国家権力 の体現で ある警察隊や国境警備隊 と対峙 した こ とが きっか けで あった。地元

住 民に とって、連邦政府 は、 もはや 「推進派 ・反対派双方 の言 い分 を聞いて公正 な判断 を下 して くれ る」

存在で はな くな った。連邦政府か ら付与 され る 「正統性」が成 り立たな くなった とき、地元住民は、再

処理施設の不当性 を訴 え 自らの正 当性 を確保 す るために連邦政府 を敵手 とす る運動 を展開 した。 この と

き、地元住 民のあいだに、「国家権 力 と闘 う存在」 としての集合 的アイデンテ ィテ ィが形成 され、他集 団

との 「受苦者の連帯 」が実感 を伴 って始 まった といえ る。

第四 に、特殊 ドイツ的な運動参加の動機 の存在 を指摘で きる。 それ は、戦争経験者 の記憶 に刻み込 ま

れ た故郷の荒廃、第三帝 国の再来へ の強烈な拒絶意識 と、学生運動世代 が有す る 「親世代の糾弾」 とい

う特殊 ドイツ的な経験 の上 に形成 された ものであ る。 ヴ ィールや ゴアレーベ ンの地元住民の なかで も第

二次世界大戦の経験者 に共通 す るのが、「もう二度 と故郷 を失 いた くない」とい う感情 と 「権力 に盲 目的

に従 って はい けない」 とい う強 い反省の念であ る。 これ に加 えて、 ゴアレーペンの地元住民 に共通 す る

のが 「後の世代のための闘 い」 とい う運動観であ る。 さらに、直接的 または間接 的に学生運動 を経験 し

た人々 は、 「[ナチスの台頭 に対 して何 も しなか った]親 世代 を糾弾 したわれわれ」 を自負 し、た とえ阻

止 する ことはで きないに して も、行動 を起 こ した、ただ手 を こまね いていたわけではなか った とい う証

を後の世代 に残 したい とい う思 いか ら直接行動 に参加 す る。 こうした特殊 ドイツ的な参加動機 は、ナチ

の過去の克服 とい う課題 との対峙 を常 に迫 られ、それ に応 じてきた ドイ ツ社会 においてのみ形成 され え

た運動参加の動機 であ り、 ここに、 ドイ ツの反 対運動 を特長づ ける動員力、攻撃性、持続1生の文化的 ・

歴史的基盤があ る といえ よう。

3.お わ りに

以上の事例 分析 を踏 まえて、本稿で は、「社会運動社会」の典型 として現代 ドイ ッ社会 を位置付 け、そ

の転換点 を、 ヴィール原発反対運動以降 の原子 力施設反対運動 にみ る。オーバー ライン地方 および フラ

ンス ・アルザ ス地方 の原発問題 や環境 問題 に取 り組 み続 けるバーデ ンビュルテンベル ク州BUNDの 活動

も、エネルギーの 自給 自足 を試み るシェーナウ村の取 り組 み も、 ヴィール原発反対運動 を契機 とし、 ま

た触発 されて発生 した。 自らの 「正 当性」 をか けて地元住民が 「正統な る者 」 と対峙 したヴァ ッカース

ドルフで は、運動終 了後 に郡長 とな り、 また は市長 とな り、体制 内か らの変革を 目指 す人々が いる一方

で、 いざ となれば、体制 の外か ら異議申 し立てをお こな う住民 のグルー プが形成 され た。 ゴアレーベ ン

で は、1977年 以降、攻撃性 を保 ったまま運動が継承 され、現在で は ドイ ツにおけ る原子力施設反対運動

の中心地 として、キャスク輸送の際 に2万 人規模 の直接行動が実行 され る。SPDや 緑の党の ように、体

制 内に入 るこ とで政 治変革 を遂行 す るアクターが存在 す るの と同時 に、 ゴアレーペ ンの運動 に惹 きつ け

られて現場 にやって くる人 び とや、 グ リンピースや ロ ビンウ ッ ドの活動を支援 す る人 び とのよ うに、潜

在的 な 「対決型」ア クター も ドイッ社会 には多 く存在 す る。 さ らに、 こう した 「対決型」 の環境運動へ

と人 び とを駆 り立て る動機 の構成要素 として、「世代責任」の意識 と 「正統 なるもの」への強 い疑念 を指

摘で きる。 それ らは、いず れ も、 ドイツ社会が 「ナチの過去 の克服」 とい う課題 に向 き合 う過程で形成

された、特殊 ドイッ的な メンタリテ ィであ る。 この メンタ リテ ィは、「日本の原子 力施設反対運動 は動員

力が小 さ く、政策 への影響力 も限 られて いるの に対 し、 ドイツの原子力反対運 動が圧倒 的に強 い動員力

を もち、1998年 に政権交代 を実現 させ2000年 の脱原子 力基本合意 を達成 させ るほ どの影響力 を もちえた

のはなぜだ ろうか」 とい う本稿 の出発点 となった問い に対す る答 えの核心 を形 成す るものであ る。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨

ドイツは、2000年6月 に連;邦政府 と電力業界 との問で、世界ではじめて成立した 「脱原子力合意」に

より原子力政策を大きく転換 させたが、このような画期的な政策転換はどのような歴史的 ・政治的 ・社

会的背景のもとで可能になったのだろうか。先進国の中で、 ドイツの原子力施設反対運動は、今 日に至

るまで、なぜ最大規模の動員力を維持 し、再処理工場の建設中止などの運動目標の達成に成功 してきた

のだろうか。本論文はこのような課題意識のもとに、4部9章 か ら構成されている。

第1部 では、マクロ的 ・歴史的な視点から、1960年 代から今 日に至るまでの ドイツの原子力施設反対

運動の展開過程をとらえ、その特質を論じている。第1章 では、「新 しい社会運動」として原子力施設反

対運動を位置付け、 ドイツ独得の担い手団体である 「ビュルガーイニシアティヴ」の 「市民運動団体」

的性格 と 「住民運動団体」的性格 という二面性を指摘 し、前者に偏 してきた従来の日本での理解の一面

性を批判 している。第2章 では、第二次世界大戦後か ら2000年の歴史的合意に至 るドイツの原子力政策

の変遷 と原子力施設反対運動の変遷を概説 し、本論文の3っ の事例のドイツの原子力反対運動史におけ

る社会学的な意義を論 じている。

第II部 では.ド イツではじめて原子力発電所の建設計画中止に成功 し、敷地占拠などの運動戦略 ・戦

術をはじめ、その後の反対運動に大きな影響 を与えた1970年 代のヴィール原発反対運動の事例分析を

行っている。第3章 で展開過程 とアクターを時系列的に整理 し、第4章 では、外部参加者が反対運動に

コミットしてい く過程やそれに対する地元住民の反応に関 して ミクロ的なレベルで分析 したうえで、さ

らにそれが運動にもたらした効果 にっいてよりマクロ的なレベルからの検討を加え、ヴィール原発反対

運動が成功 した社会的要因を導出している。

第m部 では、建設計画の中止により、国内再処理の断念をもたらし、 ドイッの原子力政策転換の大 き

な契機 となったヴァッカース ドルフの使用済み核燃料再処理施設建設反対運動の事例分析 を行ってい

る。第5章 では、保守的な政治風土のも・とでの反対運動の展開過程 とアクターの分析を行い、計画反対

側アクターの動機 ・運動目標、担い手や団体の多様性に着目し、 さまざまな社会階層の参加者を地元住

民が受容 したことが、運動の展開過程に決定的な影響を与えたことを指摘 している。第6章 では、運動

の担い手団体が提示 した運動 フレームと地元住民の運動フレームの動態を比較検討 し、両者の相互作用

を考察 している。

第IV部 では、 ドイッにおける原子力施設反対運動 と環境運動の今 日的展開を論じている。第7章 で

は、環境都市フライブルクをはじめとす る反対運動終了後のヴィールおよびヴァッカース ドルフ周辺地

域の動向とその影響、環境運動団体グリンピース とロビンウッドの活動状況や変遷に注目し、今 日の環

境運動の専門化 ・制度化の両義性を検討 している。第8章 では、第3の 事例 として1990年 代半ば以降本

格化 したゴアレーベンのガラス固化体輸送阻止闘争を取 り上げている。「対決型」の社会運動が現在で も

一定の動員力を保っていることを示す と同時に
、抗議行動の参加者が もつ特殊 ドイッ的な参加動機を指

摘 している。最後 に、終章で論文全体の総括を行い、「環境志向型社会」であるとともに、抗議運動が日

常化 し、同時に社会運動の制度化が進行 している 「社会運動社会」の典型 として、 ドイツ社会を把握 し

ている。

得 られた主な知見は次の4点 に整理できる。

第一は、1970年 代前半に運動に新たに導入された戦略 ・戦術の効果である。1960年 代後半 ドイツ社会

をも席巻 した学生運動は、直接的な抗議対象であった国家非常事態法案が1969年 に可決され ると急速に
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沈静化 したものの、ドイツ社会にさまざまな副産物 と余波を残 していった。占拠、座 り込み、ティーチ・

イン、対抗メディアの形成 といった新たな戦略 ・戦術の導入もその一例である。それらは、原子力施設

反対運動の地元にも、大学やギムナジウムで学生運動を直接的または間接的に経験 した若者たちによっ

てもたらされた。原子力に関する専門的な知識や情報をもたらした若者たちが提案 した新たな戦術は地

元住民に受け入れられ、敷地占拠 という新たな戦略・戦術は、 「市民大学」や対抗メディアの形成 といっ

た新たな戦術 とともに、ヴィール原発反対運動に決定的な転換点をもたらした。それはメタレベルでみ

れば、 ドイツにおける原子力施設反対運動の大きな転換点ともなった。

第二に、地元住民が主体 となって形成された住民運動団体 「ビュルガーイニシアティヴ」が、外部参

加者を受け入れたことである。国が進める大規模プロジェクトに対 して立地点の地元住民が中心 となっ

て反対運動を行 う場合、いかに多 くの外部からの支持を取 り付け、多 くの参加者を動員できるかは、運

動の展開過程に影響 し、運動の成否を決定的に左右する。運動の担い手たちは、地元で賛同者を獲得 し

運動の基盤を強化するだけでな く、同時に、署名や集会を通 じて運動を支援する外部か らの参加者の拡

大、さらには運動を後押 しする世論の形成に努めることになる。 しか し外部参加者は、必ず しも地元の

運動の担い手側が意図 した とお りに行動するとは限らず、外部参加者の増加によりかえって地元住民の

支持を失 う危険性 もある。住民運動的なローカルな抗議運動は、地元の利害を代表 し地元住民の支持を

獲得 しなけれぼならない一方で、地域に根ざした運動であるが故の閉鎖性 を克服 し、より多 くの外部か

らの支援の獲得 も目指さなければならないという根本的なジレンマを抱えている。

ヴァッカース ドルフの反対運動では、オー トノミー(暴 力的手段を用いて各地の反対運動に介入する

ノンセクト・ラディカル系の若者たち)と 接触 した地元の運動団体の執行部は、オー トノミーを受け入

れるという方針を固めたが、実際にオー トノミーが現れ破壊活動が起 こるようになると、地元の一般住

民か らは、オー トノミーの参入を許 した運動団体に非難の声が上がった。しかし運動団体が地元住民の

反発を覚悟で敷地占拠に踏み切ったことで、地元住民の運動フレームは変化 し、地元住民 レベルでの外

部参加者の受容が可能になった。折か ら、敷地占拠終了の約4ヵ 月後にチェルノブイリ原発事故が発生

した。大 きな被害を受けた ドイツでは、原子力施設反対運動は爆発的な盛 り上がりを見せた。チェルノ

ブイ リ事故によって原子力への問題意識を掻き立てられた人々が、当時 ドイツ国内の原子力施設立地点

を代表する存在 として知 られるようになっていたヴァッカース ドルフに押し寄せたことも高揚の一因で

ある。連邦全土の人々がヴァッカース ドルフを原子力施設反対運動の中心地 として認知するようになっ

たのも、地元住民が新たな運動 フレームを共有 し外部参加者の受容が可能となったのも、敷地占拠を経

た結果であった。外部参加者の受け入れは、運動の閉鎖性を打開し、 ドイツの原子力施設反対運動の第

二の転換点 となった。

第三に、立地点の地元住民は、「闘う存在」という集合的アイデンティティを獲得 した。ヴィール原発

反対運動では、農民戦争や1848年 改革 という、郷土の歴史に埋め込まれた抵抗運動の集合的記憶から、

地元住民は 「権力に屈 しないわれわれ」 というアイデンティティを形成 してお り、原発の建設計画がも

たらされると、 「中央」による 「周辺」への不当な扱いに対する異議申し立て として運動が展開された。

これに対 して、政治的に保守的なヴァッカース ドルフでは、当初は 「事業主体やバイエルン州政府の不

当さを 『お上』(連邦政府)に 訴える」ために運動が開始 された。困ったことが起 これぼ、「公正な」政

府の判断を仰げばよいという認識をもつ地元住民にとって、当初の敵手は、事業主体 と州政府であり、

連邦政府は、地元の訴えを聞いて 「公正な」判断を下して くれるものと信 じられていた。 こうした状況

認識が変化 したのは、敷地 占拠の強制排除の際に、国家権力の体現者 としての警察隊や国境警備隊と対

峙 したことがきっかけであった。地元住民は、連邦政府を敵手 として意識 し、「国家権力 と闘う存在」と
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しての集合的アイデンティティを獲得するに至った。それによって、他地域 との 「受苦者の連帯」 とも

可能になったのである。

第四に、特殊 ドイツ的な運動参加の動機の存在がある。それは、第二次世界大戦の戦争責任および敗

戦国 としての経験にもとついて集合的記憶に刻み込まれた故郷の荒廃への畏怖、第三帝国の再来への強

烈な拒絶意識 と、学生運動世代が有する 「親世代の糾弾」 という特殊 ドイツ的な経験の上に形成された

ものである。とくにゴアレーペンの地元住民に共通するのは 「後の世代のための闘い」 という運動観で

ある。さらに、直接的または間接的に学生運動 を経験 した人々は、「ナチスの台頭に対 して何もしなかっ

た親世代を糾弾 したわれわれ」を自負し、たとえ阻止することはできないにして も、行動を起こしたと

いう存在証明を後の世代に残 したいという思いから直接行動に参加 している。 こうした特殊 ドイツ的な

参加動機は、ナチの過去の克服 という課題 との対峙を常に迫られ、それに応 じてきた ドイッ社会におい

てのみ形成 されえた運動参加の動機であ り、 ここに、 ドイツの反対運動を特長づける動員力、攻撃性、

持続性の文化的 ・歴史的基盤があるといえると、本論文は結論づけている。

本論文は、環境社会学および社会運動論において蓄積されてきたフィール ドワークの手法 と、社会運

動の展開過程に関する、新 しい社会運動論、フレーム分析、政治的機会構造論などの分析視角をもとに、

3度 の現地調査で実施 したのべ167人 分の聴き取 り記録 と参与観察の記録、一次的な文書資料などに依

拠 して、 ドイツで1970年 代以降に本格化 した原子力施設反対運動がどのような社会的 ・地域的 ・政治的

背景のもとで組織化 と動員に成功 し、計画中止な どの運動 目標を達成 しえたのかを、ビュルガーイニシ

アティヴというドイツ独得の運動組織に注目し、内在的に解明している。このような研究は、 ドイツ国

内で も英語圏でもほとんど行われておらず、世界的にみても画期的な先駆的研究である。環境社会学や

社会運動論の国際的な発展に寄与するところはきわめて大 きい。

したがって、本論文の提出者は、博士(文 学)の 学位を授与 されるに十分な資格を有するものと認め

られ る。
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